
（様式キ）

水道局

番号 頁 施設名称 所在地
開設
年度

財産
区分

用途、目的

1 1
水道局庁舎
(府咲洲庁舎)

住之江区南港北1丁目14番16号 Ｈ１２ 賃借 事務所用

2 2
水道局庁舎
(ATC)

住之江区南港北2丁目1番10号 Ｈ２３ 賃借 事務所用

3 営業所（総括）

3 4 豊里営業所 東淀川区豊里2丁目25番12号 Ｓ５１ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

4 5 野田営業所 福島区海老江5丁目3番6号 Ｓ４７ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

5 6 大宮営業所 旭区森小路1丁目10番5号 Ｓ３２ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

6 7 今里営業所 東成区大今里西1丁目22番13号 Ｓ２７ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

7 8 上本町営業所 中央区上本町西5丁目1番12号 Ｓ３１ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

8 9 境川営業所 西区九条南1丁目4番18号 Ｈ１３ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

9 10粉浜営業所 住之江区粉浜1丁目15番16号 Ｓ４５ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

10 11田辺営業所 東住吉区南田辺3丁目2番1号 Ｓ３２ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び認
定、料金の徴収等

12上水用浄水場（総括）

11 13柴島浄水場 東淀川区柴島1丁目3番14号 Ｓ３５ 行政 水道の取水、浄水及び送水等

12 14庭窪浄水場 守口市淀江町11番31号 Ｈ６ 行政 水道の取水、浄水及び送水等

13 15豊野浄水場 寝屋川市太秦高塚町1番1号 Ｓ４２ 行政 水道の取水、浄水及び送水等

16水道工事センター（総括）

14 17東部水道工事センター 都島区都島本通4丁目12番4号 Ｓ４７ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水及
び配水管設備の維持管理費

15 18西部水道工事センター 西区南堀江4丁目12番26号 Ｓ５０ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水及
び配水管設備の維持管理費

16 19南部水道工事センター 東住吉区北田辺4丁目16番3号 Ｓ５０ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水及
び配水管設備の維持管理費

17 20北部水道工事センター 淀川区新高1丁目15番1号 Ｓ５３ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水及
び配水管設備の維持管理費

18 21水質試験所 東淀川区柴島1丁目3番14号 Ｓ５０ 行政
水源及び原水、ろ水、浄水等の水質
試験等

19 22体験型研修センター 東淀川区柴島3丁目11番94号 Ｓ２６ 行政 局職員の技術研修施設

20 23水道記念館 東淀川区柴島1丁目3番1号 Ｈ７ 行政
水道及び水に関する資料の収集、展
示

24工水用浄水場（総括）

21 25東淀川浄水場 東淀川区柴島1丁目3番14号 Ｓ３８ 行政 工業用水道の取水、浄水及び送水等

22 26城東浄水場 鶴見区横堤4丁目29番60号 Ｓ４０ 行政 工業用水道の取水、浄水及び送水等

資金使途調査票（施設運営費・建物施設）掲載施設一覧



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

0

128,290

0

0

5400

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

128,290

0

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

総務部　総務課

０６－

6,514.65 6,514.65 100.0%

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 3,447 124,843 128,290 128,290

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支（水道事業会計）

水道局旧庁舎（府咲洲庁舎）
人件費 物件費 計

6616

24決算 0 0 0

0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

無

水道局

24年度一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

0

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（事務所） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

407,857

382,009

0

0

5400

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

382,009

407,857

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

総務部　総務課

０６－

6,611.86 6,611.86 100.0%

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 4,825 377,184 382,009 382,009

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支（水道事業会計）

水道局庁舎（ＡＴＣ）
人件費 物件費 計

6616

24決算 7,994 399,863 407,857

6,611.86 6,611.86 100.0%

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

無

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

407,857

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　４３１．３件／日　　　　　２４年　２８７．５件／日

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

147,047

157,824

147,047 0

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

157,824 0

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 66,176 80,871 147,047 147,047

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
営業所総括

人件費 物件費 計

０６－

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

有

局 課（担当）

24年度

157,82424決算 63,952 93,872 157,824

本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

水道局 総務部　豊里営業所

特名随意契約及び一般競争入札

23,081

０６－ 6329

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　７７．２件／日　　　　　２４年　５６．８件／日

24決算 7,994 15,087 23,081

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
豊里営業所

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 8,272 13,961 22,233 22,233

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

22,233

23,081

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

4876

23,081

22,233

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

17,739

0

0

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　１．４件／日　　　　　２４年　１．３件／日

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

17,739

16,778

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

16,778

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 8,272 9,467 17,739 17,739

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

7,994 8,784 16,778

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
野田営業所

人件費 物件費 計

０６－ 6458

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

総務部　野田営業所

6726

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

有

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

16,77824決算

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

水道局 総務部　大宮営業所

特名随意契約及び一般競争入札

19,002

０６－ 6954

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　４２．８件／日　　　　　２４年　２６．５件／日

24決算 7,994 11,008 19,002

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
大宮営業所

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 8,272 9,685 17,957 17,957

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

17,957

19,002

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

7927

19,002

17,957

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

17,483

0

0

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　６４．２件／日　　　　　２４年　９．１件／日

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

17,483

16,780

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

16,780

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 8,272 9,211 17,483 17,483

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

7,994 8,786 16,780

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
今里営業所

人件費 物件費 計

０６－ 6972

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

総務部　今里営業所

1528

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

有

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

16,78024決算

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

水道局 総務部　上本町営業所

特名随意契約及び一般競争入札

17,089

０６－ 6762

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　２８．８件／日　　　　　２４年　１８．８件／日

24決算 7,994 9,095 17,089

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
上本町営業所

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 8,272 9,280 17,552 17,552

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

17,552

17,089

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

9516

17,089

17,552

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

19,089

0

0

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　４９．２件／日　　　　　２４年　４７．３件／日

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

19,089

18,523

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

18,523

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 8,272 10,817 19,089 19,089

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

7,994 10,529 18,523

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
境川営業所

人件費 物件費 計

０６－ 6581

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

総務部　境川営業所

9991

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

18,52324決算

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

水道局 総務部　粉浜営業所

特名随意契約及び一般競争入札

29,566

０６－ 6678

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　８６．１件／日　　　　　２４年　７４．４件／日

24決算 7,994 21,572 29,566

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
粉浜営業所

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 8,272 8,889 17,161 17,161

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

17,161

29,566

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

2990

29,566

17,161

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

17,833

0

0

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や福祉減免の申請、料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただ
く場所であり、稼働率の算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とす
る。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　８１．６件／日　　　　　２４年　５３．３件／日

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

17,833

17,005

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

17,005

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 8,272 9,561 17,833 17,833

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

7,994 9,011 17,005

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
田辺営業所

人件費 物件費 計

０６－ 6692

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

総務部　田辺営業所

8247

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

17,00524決算

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

184,471,700 158,116,800 100,315,200

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000

7,996,821

8,024,802

0

0

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）
の３場です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくって
います。今、私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼
動しているため年間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場

平成２３年度

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

8,024,802

7,996,821

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 2,183,808 5,840,994 8,024,802 8,024,802

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

7,996,821

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
浄水場総括

人件費 物件費 計

０６－

合計

442,903,700

438,623,500

特名随意契約及び一般競争入札

有

局 課（担当）

24年度

7,996,821

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

24決算 2,302,272 5,694,549

本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000

平成２３年度 184,471,700 158,116,800 100,315,200

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

水道局 工務部　柴島浄水場

特名随意契約及び一般競争入札

4,197,905

０６－ 6815

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）
の３場です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくって
います。今、私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼
動しているため年間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場

24決算 1,103,172 3,094,733 4,197,905

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
柴島浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 1,182,896 3,148,131 4,331,027 4,331,027

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

4,331,027

4,197,905

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

合計

442,903,700

438,623,500

2373

4,197,905

4,331,027

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

184,471,700 158,116,800 100,315,200

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000

2,152,276

2,152,795

0

0

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）
の３場です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくって
います。今、私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼
動しているため年間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場

平成２３年度

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

2,152,795

2,152,276

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 579,040 1,573,755 2,152,795 2,152,795

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
庭窪浄水場

人件費 物件費 計

24決算 679,490 1,472,786 2,152,276 2,152,276

０６－ 6908

合計

442,903,700

438,623,500

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

0571

有

水道局 工務部　庭窪浄水場

特名随意契約及び一般競争入札

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000

平成２３年度 184,471,700 158,116,800 100,315,200

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

水道局 工務部　豊野浄水場

特名随意契約及び一般競争入札

1,646,640

072－ 823

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）
の３場です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくって
います。今、私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼
動しているため年間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場

24決算 519,610 1,127,030 1,646,640

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
豊野浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 421,872 1,119,108 1,540,980 1,540,980

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

1,540,980

1,646,640

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

合計

442,903,700

438,623,500

2321

1,646,640

1,540,980

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

　水道工事センター（分室含む）は市内一円及び市外の管路用地に埋設している導・送・配水管及び市内一円の給水装置を対象に、平
日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的としている事業
所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により、その都度、作業人員を決定しているために稼働率
の算出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
23決算４，９１２件　24決算５,３５２件

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

86,001

78,942

86,001 0

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

78,942 0

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 33,088 52,913 86,001 86,001

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
水道工事センター総括

人件費 物件費 計

０６－

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

有

局 課（担当）

24年度

78,94224決算 31,976 46,966 78,942

本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

水道局 工務部　東部水道工事センター

特名随意契約及び一般競争入札

20,691

０６－ 6927

　東部水道工事センター（分室含む）は都島区・旭区・中央区・城東区･鶴見区・浪速区・天王寺区の７区及び市外の管路用地に埋設してい
る導・送・配水管及び前記している市内７区の給水装置を対象に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに
漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的としている事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、その
都度、各種作業規模により作業人員を決定しているために稼働率の算出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
23決算１，６１０件 　24決算１,６２７件

24決算 7,994 12,697 20,691

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
東部水道工事センター

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 8,272 13,725 21,997 21,997

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

21,997

20,691

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

8771

20,691

21,997

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

20,529

0

0

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

　西部水道工事センター（分室含む）は西区・港区・大正区・西成区・住之江区の５区に埋設している導・送・配水管及び給水装置を対象
に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的としてい
る事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により作業人員を決定しているために稼働率の算
出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
23決算１，１１０件　24決算１,１３０件

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

20,529

18,894

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

18,894

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 8,272 12,257 20,529 20,529

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

7,994 10,900 18,894

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
西部水道工事センター

人件費 物件費 計

０６－ 6531

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

工務部　西部水道工事センター

9211

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

有

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

18,89424決算

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

水道局 工務部　南部水道工事センター

特名随意契約及び一般競争入札

19,673

０６－ 6719

　南部水道工事センター（分室含む）は東成区・生野区・阿倍野区・東住吉区・平野区の５区に埋設している導・送・配水管及び給水装置を
対象に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的とし
ている事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により作業人員を決定しているために稼働率の
算出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
23決算１，００２件　24決算１，３１８件

24決算 7,994 11,679 19,673

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
南部水道工事センター

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 8,272 13,143 21,415 21,415

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

21,415

19,673

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

7850

19,673

21,415

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

22,060

0

0

特名随意契約及び一般競争入札

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

　北部水道工事センター（分室含む）は東淀川区・淀川区・西淀川区・北区・福島区・此花区の６区に埋設している導・送・配水管及び給水
装置を対象に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目
的としている事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により作業人員を決定しているために稼
働率の算出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
23決算１，１９０件　24決算１,２７７件

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

22,060

19,684

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

19,684

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 8,272 13,788 22,060 22,060

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

7,994 11,690 19,684

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
北部水道工事センター

人件費 物件費 計

０６－ 6391

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

工務部　北部水道工事センター

6301

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

有

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

19,68424決算

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　（株）大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

501,826

558,435

0

0

特名随意契約及び一般競争入札

　水質試験所は水道法施行規則第15条に基づく水質検査や検査請求に基づく水質検査（水道法第18条）等の法定検査、
水道水源に関する水質試験、浄水処理工程の処理性評価のための水質試験、浄水処理や給・配水系統の維持管理上必
要な水質試験等の各種水質試験、さらに工業用水道事業法に基づく工業用水の水質試験を実施している事業所である。
検査等の箇所数、頻度、項目等については以下のとおりであるが、業務は非常に広範囲にわたり、密度の高い試験業務を
全日実施しており、稼働率の算出は困難である。

水質試験所業務内容
　水源各河川並びに事業所排水について30か所で月1回水質試験、各浄水場の処理過程の5か所で1日1回の水質試験、
市内に定められた21か所で月1回の水質試験、市内に定められた40か所で1日1回の水質監視、各浄水場で月1回生物試
験。
　給水栓水に関して請求された水質試験、漏水に関する水質試験、工業用水道に関する水質試験、水道用薬品類の品質
試験、粒状活性炭品質試験、受託試験　他。

2365

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

558,435

501,826

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 339,152 219,283 558,435 558,435

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

０６－ 6815

24決算 303,772 198,054 501,826

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

有

水道局 工務部　水質試験所

24年度

501,826

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
水質試験所

人件費

本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

特名随意契約及び一般競争入札

11,218

9,737

0

0

11,218

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

9,737

総務部　職員課

０６－ 6616 5425

244 107 43.9%

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 9,737 9,737 9,737

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

支　　　出

（水道事業会計）
体験型研修センター

人件費 物件費 計

24決算 11,218 11,218

245 144 58.8%

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

有

水道局

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

11,218

（会計名）
施　設　名　称

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

特名随意契約

有

水道局 総務部　総務課

15,076

０６－ 6616

平成２４年４月１日から一時休館しており、当該年度利用者数が計上できないため。
（参考）平成２３年度利用者数：９３，５５８人

24決算 15,076 15,076

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
水道記念館

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 75,039 75,039 75,039

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

75,039

15,076

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

5400

15,076

75,039

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

平成２４年度 24,672,150 24,672,150

平成２３年度 24,627,290 1,228,780 25,856,070

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

局 課（担当）

特名随意契約及び一般競争入札

391,170

０６－

 大阪市水道局には東淀川浄水場（東淀川区）、城東浄水場（鶴見区）の２つの工業用水道の浄水場がある。これらの浄水
場では豊富で上質な工業用水道を安価に安定的に供給しており、本市の産業活動を支える重要な役割を担っている。ま
た、浄水場は２４時間稼動しているため、年間給水量をもって稼働率に代わる指標とする。（なお、城東浄水場は合理化の
ため平成23年８月15日以降休止着工し、平成25年2月12日東淀川浄水場の配水場的運用で再稼働した。城東浄水場の休
止期間中、給水区域のうち、南部は巽配水場からの上水による応援給水で対応し、北部は東淀川浄水場から給水して対
応した。）年間給水量（㎥）

東淀川浄水場 城東浄水場 合計

24決算 128,160 263,010 391,170

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（工業用水道事業会計）
浄水場総括

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 130,914 303,347 434,261 434,261

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

434,261

391,170

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

391,170

434,261

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － 2373

平成２４年度 24,672,150 24,672,150

有

水道局

特名随意契約及び一般競争入札

平成２３年度 24,627,290 1,228,780 25,856,070

315,964

318,209

0

0

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

 大阪市水道局には東淀川浄水場（東淀川区）、城東浄水場（鶴見区）の２つの工業用水道の浄水場がある。これらの浄水
場では豊富で上質な工業用水道を安価に安定的に供給しており、本市の産業活動を支える重要な役割を担っている。ま
た、浄水場は２４時間稼動しているため、年間給水量をもって稼働率に代わる指標とする。（なお、城東浄水場は合理化の
ため平成23年８月15日以降休止着工し、平成25年2月12日東淀川浄水場の配水場的運用で再稼働した。城東浄水場の休
止期間中、給水区域のうち、南部は巽配水場からの上水による応援給水で対応し、北部は東淀川浄水場から給水して対
応した。）年間給水量（㎥）

東淀川浄水場 城東浄水場 合計

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

318,209

315,964

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

023決算 72,730 245,479 318,209 318,209

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（工業用水道事業会計）
東淀川浄水場

人件費 物件費 計

24決算 71,200 244,764 315,964 315,964

０６－ 6815

工務部　柴島浄水場

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）
平成24年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

24決算 24決算 24決算

23決算 23決算 23決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

平成２４年度 24,672,150 24,672,150

平成２３年度 24,627,290 1,228,780 25,856,070

24年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

有

水道局 工務部　柴島浄水場

特名随意契約及び一般競争入札

75,206

０６－ 6815

 大阪市水道局には東淀川浄水場（東淀川区）、城東浄水場（鶴見区）の２つの工業用水道の浄水場がある。これらの浄水
場では豊富で上質な工業用水道を安価に安定的に供給しており、本市の産業活動を支える重要な役割を担っている。ま
た、浄水場は２４時間稼動しているため、年間給水量をもって稼働率に代わる指標とする。（なお、城東浄水場は合理化の
ため平成23年８月15日以降休止着工し、平成25年2月12日東淀川浄水場の配水場的運用で再稼働した。城東浄水場の休
止期間中、給水区域のうち、南部は巽配水場からの上水による応援給水で対応し、北部は東淀川浄水場から給水して対
応した。）年間給水量（㎥）

東淀川浄水場 城東浄水場 合計

24決算 56,960 18,246 75,206

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（工業用水道事業会計）
城東浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
23年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

023決算 58,184 57,868 116,052 116,052

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

116,052

75,206

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

2373

75,206

116,052

0

0

（注）

　○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。
　
　○公債費は含まない。

　○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧（70団体・平成24年4月1日現在）」又は
　　「公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当する
　　ものをいう。

　○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
　　　　　　　　　申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

　○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
　　　　　　　　　競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
　　　　　　　　　定し、そのものと契約する方法。

　○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。
　　　　　　　　　例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
　　　　　　　　　規則で定める額を超えない場合などに行われる。

　○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
　　　　　　　　　入札に適しない場合などに行われる。


